


企業の工場跡地等の重金属、揮発性有機化合物、農薬、油等による土壌汚染

は自然には分解しにくく、汚染された土壌をそのまま放置しておくと人々の健

康を害したり生活環境や生態系を悪化させるなどの影響を与えます。これらの

汚染対策として、立入制限、覆土、汚染土壌の封じ込め、浄化等の措置が行わ

れています。また、土壌汚染対策の実施を図り、国民の健康を保護することを

目的とする「土壌汚染対策法」が平成14年から制定されています。　（最終改正

平成29年6月2日）

この土壌汚染対策法において、次の際には原則として「土地所有者」が調査を

行い、汚染があった場合には措置を行わなければならないことが明文化されて

います。

● 有害物質を製造、使用又は処理する水質汚濁防止法・下水道法の特定施設の         

使用が廃止されたとき

● 3,000㎡以上の土地改変を行う場所に、土壌汚染のおそれがあると都道府県

知事が認めるとき

● 土壌汚染による健康被害が生ずるのおそれあると都道府県知事が認めるとき

また、第一種から第三種までの特定有害物質とその基準等が指定されています。

いずれも発がん性物質など有害性が非常に高いものが多いため、送気マスクや

高性能な防じん機能を有した防毒マスクを正しくご使用いただくことで、発が

ん性物質など、有害性の高いこれらの汚染物質から身を守ることができます。






